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2022自治労県職労春闘要求提出交渉
若手も中堅も高齢層も、正規も非正規も、安心して働ける労働環境を！

春闘は民間労組の闘いに連帯し、公務・公共サービスにおける1年間の交渉スタートの取り組みです

　自治労県職労は3月24日、2022年春季要求書を労務担当局長に提出し、交渉を行いました。
　冒頭鈴木委員長は、「コロナ対応も含めた業務も3年目に入る。21日にはまん延防止等重点措置は解除されたが、感染者数は以前の解除時とは比べようのない多さであり、この春の異動に伴う人の動き、変異したウイルスの性質によっては、早ければゴールデンウイーク前後にもリバウンドが大いにあり得ると思われる。これまでの経験を是非とも活かした対処がなされることをお願いしたいと思う。定年延長については当然のことながら、県労連として賃専の場で労使ともに勉強会を経る中で対応すべきことではあるが、すぐに新年度を迎える中、該当の職員が不安になることの無いよう、迅速で適切な対応を是非ともお願いしたい。」とあいさつし、交渉に入りました。

主な要求項目

	〇要求項目／2.諸手当について（2）

通勤手当については実費弁償であることから、採用日にかかわらず日割り支給をするとともに、支給手続きが遅れた場合も遡及して支給すること。


主張⇒当然制度を改善すべきが、すぐに改善できる対策として、年度当初と任用時に新採用職員、再任用職員、臨時的任用職員、非常勤職員に周知すべき。
	〇要求項目／2.諸手当について（3）

　新採用職員の通勤手当について、4月給与で概算払いを行うなど、負担軽減を図ること。


主張⇒採用前に居住（予定）地を把握しているはず。新採用職員には6月分の通勤手当の負担は大きい。
	〇要求項目／2.諸手当について（4）

　新採用職員の赴任旅費について、移転料を支給すること。


主張⇒他県では支給されているところもあり、県外からも人材を確保するためには不可欠。
	〇要求項目／4.新型コロナウイルス感染症対策（1）

　新型コロナウイルス感染症対策関連の人事異動にあたっては、全庁的に不急業務を洗い出し、業務の休止・廃止が可能な所属から異動させること。また、業務が休止・廃止されないにもかかわらず、新型コロナウイルス感染症対策本部等へ人事異動等をする場合は、代替職員を確実に確保すること。


主張⇒業務が減らない中で応援職員を出している職場がほとんど。事業の休止・廃止を徹底すべき。
	〇要求項目／5. 過重労働の撲滅について

（１）過労死水準の100時間超の時間外勤務ゼロの目標が一向に達成されないことを踏まえ、時間外勤務削減に向けた労使協議の場を3月に1回程度定期的に開催すること。

（２）所属毎の平均時間外勤務時間、月毎の45時間超・80時間超の人数を労使協議の場で報告し、その状況と理由を明確にし、対策を協議すること。

（３）常態的な時間外勤務職場については、最低限、時間外勤務時間を換算して割り出された人数を増配置すること。


主張⇒当局だけの「働き方改革推進本部」の議論では根本的な解決ができていない。緊張感を持って、組合と具体的解決に向けた議論を積み重ねるべき。

主張⇒これまでの無理な人員削減が過重労働の原因であり、改善のためには大幅な人員増が不可欠である。
	〇要求項目／6. 内部管理業務の抜本的改革（3）

　議会対応や議員からの質問や照会について、「働き方改革」の観点からルール化するよう、議会との調整を行うこと。


主張⇒議会対応が職員の負担になっている以上、議会の理解を得ながら何らかの改善をすべき。
	〇要求項目／7. 人材育成の確立について（1）
　いわゆる「スーパーバイザー」の仕組みを導入し、職場における業務の指導・教育の仕組みを確立すること。


主張⇒今のような、通常業務に上乗せした人材育成でいいのか。人材育成を事務分担に入れ。業務として位置づけて体制を整備すべきだ。
	〇要求項目／8. 人員について

（１）常態的な超勤職場には、適正な人員配置を行うこと。最低限、各所属の総時間外勤務時間に相当する人員を増やすこと。
（５）新型コロナウイルス感染症対応で明らかになったとおり、感染症対策や生活保護対応など、保健福祉事務所は大変重要であることを踏まえ、県民の命と健康を守るために、以前の統廃合を見直し、必要な人員を配置するなど機能強化を図ること。


主張⇒恒常的な超勤は人員不足が原因である証拠だ。

主張⇒当面コロナ禍は続く。同様の感染症の発生も否定できない中、定数増すべき。また、コロナ対策を保健所だけが一手に担う体制を見直す必要がある。
	〇要求項目／9. 健康で安全に働き続けられる労働安全の確立について（1）

　現職死亡やメンタルヘルス不全、公務災害が発生した所属については、職場の問題点の洗い出しを行い、早急に対策を講じること。


主張⇒雇用主として職場の安全管理義務を果たす必要があり、最低限上記の対応を行うべきである。
	〇要求項目／11．職場環境の整備について

（４）東庁舎の執務室は、通路幅など車椅子利用者をはじめ下肢障害者の通行が困難な場所が多いため、室課の配置を障害者目線で見直すなど早急に改善すること。

（６）東庁舎の障害者用駐車場を改修し、車椅子等利用者が雨に濡れずに庁舎内に入ることができる通路を確保すること。


主張⇒「当事者目線の障がい福祉」について条例化を目指しているようだが、肝心の県庁では「法令違反ではない」として、障害者が求めている施設の改善を行わないのは矛盾しているのではないか。
	〇要求項目／12．福利厚生等について（1）

他自治体や民間企業の動向を踏まえ、人材確保の観点からも福利厚生施策を抜本的に見直し、若年層への住居支援、各庁舎で職員が気分転換できる場や食堂、売店等を設置すること。


主張⇒職員公舎のある国や他県と住宅手当がほぼ同額では、人材確保に支障が出かねない。「職員食堂のない県庁」はほとんど聞いたことがない。最低限、国や他県並みの福利厚生を確保すべき。
	〇要求項目／13．災害時の備えについて（3）

労働安全衛生の観点から豚熱の対応について検証し、今後の対策に反映すること。


主張⇒環境農政局で豚熱対応について検証結果を取りまとめたが、労働安全衛生の視点で人事当局が組合とともに検証し、今後に向けた体制を整備すべきだ。
	〇要求項目／14．行政システム改革等について（1）
電話交換業務を廃止又は委託することなく、視覚に障害のある電話交換職員の職場を確保すること。また、その他障害者が従事している業務の見直しに当たっては、障害者の職場確保の観点から、障害者団体や組合と十分な協議を行うこと。


主張⇒これまで電話交換業務は視覚障害者の適職として労使、障害者団体で確認してきた。職員の退職後にその職の委託化を行うことは確認に反する。障害者の雇用の場を確保すべきだ。
	〇要求項目／16．臨任・会計年度任用職員制度

（１）会計年度任用職員の任用について、希望する者が働き続けられるよう、名簿登載方式の導入など、任用方法を見直すこと。

また、臨時的任用職員を含めて労働契約法、男女雇用機会均等法などにより、民間の非正規労働者が保障されている権利を保障すること。


主張⇒会計年度任用職員の報酬のみで生活を維持している職員は少なくない。名簿方式を含めて、雇用の安定化を図るべきだ。

主張⇒民間では「同一労働同一賃金」の原則のもと、不合理な格差は許されない。労働行政を所管する県として、労働条件や任用など、県における不合理な格差を是正すべき。
	〇要求項目／16．臨任・会計年度任用職員制度
（４）会計年度任用職員の業務を検証し、「定型的・補助的業務」にあたらない業務の処遇について、交渉・協議を行うこと。


主張⇒組合のアンケート調査では、「定型的・補助的業務」でない業務を担っている会計年度任用職員は少なくない。他自治体でも業務によって報酬が別れているところは多い。きちんと検証して適正な報酬体系とすべきである。
	〇要求項目／17．高齢層の雇用について（1）

定年の引き上げにあたっては生活が成り立つ賃金とモチベーションが維持できる労働条件を確立すること。


主張⇒定年引上げについて。制度については県労連で交渉協議を行っているが、役職定年など、対象者以外にも影響のある、職員の処遇にかかわる運用面についてもきちんと議論をすべきだ。
	〇要求項目／18．ノーマライゼーションの推進（5）

職場環境の整備・改善、使用機器の整備・更新及び事務処理システムの構築・更新に当たっては、「情報バリアフリーガイドライン」を遵守するとともに、仕様書の作成にあたっては、障害のある職員の意見を聞いたうえで作成し、入札等を行うこと。また、障害のある当事者の意見を十分把握し、合理的な配慮を行うこと。


主張⇒以前から庁舎の建築・改修やシステムの構築等にあたっては、実施前に障害のある職員の意見を聞くよう要望してきた。一時期はきちんと対応されたが、最近は「聞置く」だけで適切な対応がされているとは言えない。その結果、東庁舎のような問題が起きる。後から改修するのでは費用も手間もかかる。「当事者目線」というなら、きちんと話を聞き、具体的に対応していただきたい。

主張⇒先日電力のひっ迫を理由に、県庁でもエントランスの消灯などが行われた。必要性は理解するが、視覚障害のある職員にとっては危険な場合もある。そのことも十分配慮して行う必要がある。

